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水利権制度の経済分析
An Economic Analysis of Appropriative Water Rights System 
野田浩
Koji NODA 
1 はじめに
21世紀は水の世紀だといわれている*1.近年の国連環境計画 (UNEP)の発表によると， この
ままの水利用が続けば， 2025年には世界の3分の2の人々が「水ストレス」の状況下で暮らすこ
とになると予測されている．
この問題は発展途上国だけでなく，たとえばアメリカのような先進国にとっても，非常に重要
な問題となっているなぜなら都市人口の増加や環境保全の重要性が認識されるにつれて，局所
的な水需給の不均衡が生じているからである．この問題を考えるにあたり，河川水利用のあり方
を規定する水利権 (waterrights)制度研究は非常に重要であり，また差し迫ったものだといえ
る*2.
水利権制度の内実は国や地域によって様々だが，アメリカの場合，専用権 (appropriative
rights) と沿岸権 (riparianrights)の2つの水利権が存在する．専用権は相対的に水の乏しい西
部で採用され，相対的に水の豊富な東部では沿岸権が採用されている *3.
これまで多くの論者は専用権を非効率な制度と批判し，その是正策として専用権の取引を認め
るべきだと主張してきたその代表的文献が， Burness& Quirk [1979]である *4. 彼等の批判
の焦点は，専用権の最大の特徴である「firstin time, first in right : 早いもの勝ちルール」に向
けられた．
早い者勝ちルールとは，その名称から分かるようにより早くから水を利用していた主体によ
り強い権利を与えるようなルールである． とくに全員の水需要を満たすほど河川水量が存在しな
い場合は，最も古い権利者（以下， s-水利権者とよぶ）に水がまず配分され，そのうえで余れ
*l 本稿のドラフトに対して，和田一哉先生（クリスチャン・ミケルセン研究所/Chr.Michelsen Institute) 
から貴重なコメントを頂いた感謝申し上げたい．
*2 経済学から水利用制度について分析した初期の代表的文献は， Ciriacy-Wantrup[1956]であろう こ
こでは水利権が安定性と柔軟性から分析されている．また水利権取引の初期の文献としては，
Hartman & Seastone [1970]がある．
*3 金沢 [1982],Goldfarb [1988], Bates & Getches & MacDonnell & Wilkinson [1993]を参照した．
叫またBurness& Quirk [1980]. Johnson & Gisser & Werner [1981]. Gisser & Johnson [1983]や
Wittaker [1983], 大沼 [2003] も参照
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ば次に古い権利保有者に配分される．
彼等は同一の利潤関数を想定したうえで，全員の水需要が満たせない場合には各主体の取水量
を同一とする「Equal-Sharingルール」の方が，早い者勝ちルールよりも効率的であるとし，そ
の是正策としての水利権制度導入を主張したこの主張は，専用権の改革論（水市場化論）に大
きな影響を与え， この分野での先駆的研究として評価されている．
しかし，非効率な水利権制度であるはずの専用権（早いもの勝ちルール）は，なぜアメリカ西
部だけでなく日本でも制度化されているのだろうか（日本では「古田優先の法則」として知られ
ている）．またなぜアメリカ東部の 1部の朴lは，沿岸権から専用権に移行したのだろうか*5. 専
用権の非効率性を前提とし，水利権取引の有用性を主張する論文は多いが，これらの点に答えら
れるものは少ない．
本稿は，水利権の構造分析の第1歩として， Burness& Quirk [1979]と同様に早いもの勝ちルー
ルに焦点を当て，専用権の効率性を再検討する．第2節で，本稿の分析フレームを提示する．第3
節では，社会的総利潤を最大にするような，豊水時および渇水時の最適取水条件を明らかにする．
第4節において，専用権の配分メカニズムを定式化し，第5節で専用権の効率性を評価する．
2 分析フレームの提示
Burness & Quirk [1979]では，期待効用仮説が採用され，同一の利潤関数のもと，専用権と
Equal-Sharingルールの効率性が分析された．だがその後の研究をみれば分かるように，
Burness & Quirk [1979]の分析フレームは修正されるべき点がいくつかある．
第1にYoung& Haveman [1985, p. 469 ]において指摘されているように，河川の水利用の大
きな特徴として，上流の水利用が下流の水利用を規定しうる点があげられる．通常，河川から取
水して利用する場合，その一連の流れは次のように定式化できる．
取水量＝消費量＋還元水量＋送水ロス量＋蒸発散量
河川からの取水，送水・導水を経た後，消費地に水が運ばれる．これらの過程で，取水量の1
部は蒸発したり浸水したりして送水ロスが生じる．また一旦消費地に運ばれても，その水がすべ
て利用されるわけではない．やはりその一部は蒸発するし，一部は還元水量 (returnflow) と
して再び河川に戻る．
たとえば主体1と2が河川を利用しており，それぞれ 6cfs(cubic feet per seconds)の水量を
取水し，主体1の消費係数は0.5だとする． このとき， どちらの主体も 6cfsという水量を取水す
るためには，河川水量から主体1の消費量を引いた値が主体2の取水量以上となる必要がある．
同じことだが，河川水量は主体1の消費量と主体2の取水量を足した値以上でなければならない．
他方， もし還元水量を想定しなければ，河川水量が12cfs以上でなければどちらの主体も 6cfsを
取水することはできない．
*5 たとえばミネソタ州， ミシシッピ州，アイオワ州は，沿岸権から専用権に既に移行しているといわれ
る（金沢 [1982],119-120ペー ジ参照）．
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つまり還元水量を想定するかどうかで，水利権者全員の水需要を満たすのに必要な河川水量の
条件が変化し，それゆえ専用権の効率性に大きく影響を与えるのである *6. Burness & Quirk 
[1979]においては還元水量は無視されていたが， Gisser& Johnson [1983]や Wittaker[1983] 
と同様に，本稿では還元水量を想定してモデルを構築する *7.
第2に，水の流れは土壌や水利用のあり方などに依存して決まるので，たとえば取水量のうち
何割が消費量となるか，還元水量は消費量のうちどの程度の割合なのか，そして還元水量はいつ
どこの地点で河川に戻るのかを決めることは非常に難しい．
河川水量 w
w 
W—間
W-r,w; 
W-r爪— m
W-r肌—r況
． ． 
取水者A 取水量 m 
消費水量rl凱
.
． 還元水量 (1ー r,)間
取水者B 取水量附
消費水量r2附
． ． . . -
． 還元水量 (l-r2)間
図1 水利秩序の概念図
ここでは，送水ロス量と蒸発散量は無視したうえで，上流からの還元水量はすべて下流の主体
の水源となり，還元水量は下流の主体の取水口より上流で河川に戻るとする（図l参照）． また
消費量は，各水利主体が採用する散水技術（スプリンクラーなど）に依存すると考えられるが，
ここでは一定とする *8. つまり取水量と消費量の関係は，消費係数r(0 < rく 1)によって表さ
れ， Ci=平飢， RF;,=CI-1t,)wiという比例関係を仮定する．
第3に， Burness& Quirk [1979]においてはもっぱら，ある河川水量を固定化し，それを各主
体にどう配分すれば，もっとも社会的総利潤が最大になるかが問われた．確かに利潤関数が通
常の凸関数で，かつ還元水量を想定しなければ Equal-Sharingルールの方が常に効率的となる *9.
*6 Johnson & Gisser & Werner [1981, p. 274 Jにおいて，同様の点が指摘されている．またここでは，端
点解の分析の重要性が指摘されている．
*7 もっとも Burness& Quirk [1980]においても外部効果について分析されているが，専用権制度と結び
付けて考察されていない．また Whittaker[1983]では、オレゴン州水法の利用ルールが経済的効率
性から具体的に分析されている。この論文はほとんど知られていないようだが，いち早く水利用に関
する法制度を経済学から評価した点は高く評価されるべきであろう
*8 散水技術をモデルに組入れたたものとしては， Hochman& Zilberman [1995]がある
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しかし還元水量を想定すると，河川水量より多くの水量を利用できるようになるので，利潤関
数の凸性だけでは水利権の効率性を評価することはできない (Whittaker[1983]). とくに，
s —水利権者（より強い権利をもつ主体）がどこで取水するかによって，専用権下における各主
体の取水量は変化する．それゆえ，専用権の配分メカニズムを定式化する際に， s-水利権者が
上流で取水する場合と下流で取水する場合とに区別する必要がある．
第4に， これまでも断片的に分析されてきているが，本稿は内点解だけでなく端点解の場合ま
で拡張して専用権の効率性を評価する．なぜなら早いもの勝ちルールは，全員の水需要を満たせ
ない場合の配分）レールでもあるからだ．そのため後述するように，河川水量条件と各主体の水利
権水量によって，「豊水」ならびに「渇水」を定義する．
第5に， Caswell& Lichtenberg & Zilberman [1990]にしたがって，水利主体の経済モデルは
生産関数と費用関数によって表現し，生産関数および費用関数の内生変数として，それぞれ消費
量と取水量をあてる． というのも，先に述べたように，生産に実際に利用されるのは消費量であ
るが，それを利用するためには，その消費量に対応した取水量が必要となるからである．
さて，各主体が個別に利潤最大化行動を図るとすれば次のように定式化できる．
Max、冗i= Pi!C1tw)-q(w) Ci= 1, 2) (1) 
冗は利潤関数， JC)は生産関数， 0< df/dwi, dげ/d両く 0,pは生産物価格， q()は取水量の
みを内生変数とした費用関数 o< dq Id w i,o < d勺/d両とする. (1)式を最大にする 1階条件
は，以下のようになる．
df dq 
Pi1'j = (2) 
dwi dwi 
(2)式は，各主体が利潤を最大化するには，限界生産力価値と限界費用とを一致させなければな
らないことを示す. (2)式を満たす解欧Ci= 1,2)に相当する水量を取水すれば各主体は利潤を
最大化することができる．この砥を利用して，「豊水」と「渇水」を以下のように定義するが，
単純化のために仮定を2つおく．
第1に，同質的な水利主体を2人とし，生産関数と限界費用，そして消費係数は主体間で同一
とする．第2に，第1の仮定より，個別の利潤最大化行動で得られる解はw=副＝巫となり，
これを各主体の「水利権水量」とする．
そのうえで「豊水」とは河川水量が， (1+r)w~ 幻の場合と定義する．他方「渇水」は， さ
らに 2つに区別される．少なくともひとりの水利権水量が満たされない状態 w~ 幼く (1+r)⑭ 
と，すべての水利権水量が満たされない場合めく⑭ とである．
•9 いま河川水量を①とし，専用権下の解の組合せを Cw,,⑭ -w,), Equal-Sharingルー ルでは(―万＿＿d 幼2 2) 
とする．このとき， w,+(w-wり 1J
2 2 
となるので，利潤関数が上に凸である限り，常に，
冗（『)＞冗Cw,)+『和ー w,)となる．そのため Equal-SharingJレールの方が，早いもの勝ちルール
よりも効率的となる
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3 豊水時および渇水時の最適取水条件
ここでは，豊水時と渇水時における最適取水条件を明らかにするために，社会的総利潤関数
Iを以下のように定式化する．
Max叫 w2:IT=冗げ冗2= Pf(rw1)-q(w1) +pf(rw2)-q(w2) 
S.t.l: W1 :; ⑭ 
s.t.2: w2 :; ⑭一rw1
社会的総利潤関数と制約条件を，ラグランジェ乗数を用いて書き直せば次の通りである．
(3) 
L = pf(rw1)-q(w1)+pf(rwり一q(wz)+入］（⑭-w)+入/w-rw1-w2) (4) 
(4)式の1階の条件は，クーン・タッカーの条件より，以下のようになる．
L 1 :; 0, 0 :;w 1 , w 1 (pr八一qI―入l―r入z)= 0 
L2::; 0, 0::; W2, w2(prfz-q2―入z)= 0 
L入I::;〇， 0::;入I'入1C⑭-w1) = 0 
L入2:; 〇， 0::;入2'入2国ーrw1-w2) = 0 
(5) 
(6) 
(7) 
(8) 
もし河川水量がゼロであれば，そしてそのときのみ， W戸=0となる．それ以外は，主体1が取
水する限り，主体2は主体1の還元水量を享受できるので， O<w1, O< W2となる．端点解まで
含めて考えると， ここで考慮する解の組合せは，（主体1, 主体2)= (内点解，内点解）， （内点
解，端点解），（端点解，端点解）の3つのケースとなる．なぜ（端点解，内点解）の場合がない
かといえば， より上流に位置する主体lが端点解であれば，つまり水利権水量より少ない水しか
利用できないのであれば，同一の利澗関数を想定しているので，より下流に位置する主体2は当
然自らの水利権水量を利用できなくなるからである．
さて河川水量が(1+r)w s幻である限り，主体lおよび主体2の求める解はともに内点解と
なり， どちらの主体の解もめとなる．この場合，個別の利潤最大化行動は社会的に最適な資源
配分をもたらす．
もし河川水量が⑭ swく (1+r)wとなれば，つまり主体2が自らの水利権水量を満たせな
ければ，主体1は内点解，主体2は端点解となる．このとき，各主体の限界便益を意味するラグ
ランジェ乗数は， O=入],0 <入2となる．主体1および主体2の最適取水量w;Ci=l,2)は，
(9)式と(10)式を同時に満たす解となる．
Prfr = q戸rん
Prfz = qz十入2
(9) 
(10) 
(9)式をみると，主体1の1階条件に，主体2の条件が入り込んでいることが分かる．つまり渇
水時には，主体lは水利権水量のすべてを取水することは社会的に非効率となることを意味す
る．そのため主体lの最適解はw;<副となるような水準となり，水利権水量副とはならない．
このとき主体2の取水量は， w;=⑭-r祈の水準となる．
この点から明らかなように，還元水量を想定すると，利潤関数の凸性およびその同一性を仮定
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しても，各主体の最適取水量は同一とはならない．そのため Equal-Sharingルールは，最適な資
源配分ルールとはいえなくなる．
また，河川水量が幼く⑭であれば， O<入1'0くんとなる． したがってこの場合， (1), (12)式を
同時に満たすような解， W汽i= 1, 2)となっていなければならない．
Prf1 = qげ凡+r入2
Prfz = q2十入2
(1) 
(12) 
ただし，主体1は河川水量のすべてを取水し，主体2は主体lからの還元水量分を取水するの
で， w;・=⑭， w;・=(1-r)⑭ となる．
以上が，豊水時および渇水時における，社会的総利潤を最大にするための取水条件である．ま
た，社会的総利潤を最大化するように各取水量を調整する場合，常に主体lの取水量の方が主体
2のそれよりも多くなる．上流での取水量の一部は，その後，下流でも利用される．そのため，
経済主体と水利用主体の同一性を仮定してもなお，主体1と2の実際の限界利潤関数は異なるの
である．
このような，実際上の相違点が存在するために，主体1の渇水時の取水量は，主体2のそれよ
りも常に多くなるのである．そして，両者の差額分は，志村 [1977]がいうところの主体1の取
水義務として理解することができる．
4 専用権の配分メカニズム
4.1 専用権の基本原則
これまでアメリカにおける専用権を明確に定義してこなかったが， ここで専用権について概説
する．専用権とは，農業や工業などのためにある水量を利用する権利であり，水そのものの所有
が認められているわけではなく，いわゆる「usufructuary: 用益権」とされている (Ditwiler
[1975, p. 668]). すべての水利権者は自らの利潤を最大にするように行動するが，水利権の取得
および水利権取引の際には，州政府の許可が必要となる．
専用権の基本ルールは3つある叫第1は，既に述べた早いもの勝ちルールである．渇水時に
は，より古い権利をもつ S一水利権者に優先的に水が配分される．第2は，浪費的・粗放的水利
用を制限する「beneficialuse : 合理的水利用ルール」である．第3は「no-injuryrule : 既存権利
保護ルール」である．たとえばある水利権取引によって，当事者以外の水利権者の権利が侵害さ
れる場合，州政府はその取引を認めない．
さて専用権は上記のような特徴を有するわけだが， ここで重要となる基本ルールは早いもの勝
ちルールである．以下では， s-水利権者が上流に位置する場合（以下，専用権uと表記する）
と，下流に位置する場合（以下，専用権dと表記する）とに区別して，それぞれの配分メカニ
*10 アメリカ専用権の基本）レールを説明する際，通常，早いもの勝ち）レールと合理的水利用ルールの2つだ
けが取上げられる．しかし水利権取引の重要性が高まったことを考慮し，ここでは既存権利保護）レール
を第3の基本ルールとした
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ズムを定式化する．
4.2 専用権 uの水配分メカニズム
まず，専用権u(主体lが S一水利権者の場合）における水配分メカニズムを定式化する．河
川水量が豊水である限り，求める解は水利権水量となる．
その一方，ひとりの水利権水量しか河川に水が流れていない場合，主体1は水利権水量を享受
する．なぜなら， s-水利権者である主体lに優先的に配分されるからだ．主体2はその残りし
取水できない．ここでは，還元水量の存在を認めているので，主体2の取水量は⑭ーrwとなる．
もし河川水量が⑰ く約となれば，主体lは水利権水量を享受できないので，河川水量のすべて
を取水する．主体2は，主体1の還元水量だけを取水することができる．
4.3 専用機dの水配分メカニズム
専用権 d(主体2が Sー 水利権者の場合）の場合も同様に考えることができる．豊水である
限り，このときの解は各水利権水量となる．
河川水量がw~w く Cl+り⑭のとざまず主体2の水利権水量が確保されるので＇主体2 は
⑭一⑭水利権水量を享受することができる．主体l の取水量は， W1~ という条件を満たさなけ
r 
ればならない．利用できる水はすべて利用するはずなので，結局，主体1の取水量は，
仕一幼
r 
なる *11.
もし河川水量が⑭一約となれば主体2は水利権水量を享受できないので，河川水量のすべて
を取水する．このとき，主体lはまったく取水することができない．つまり主体1は，専用権u
においては利用できたはずの水量が，専用権 dの場合には利用できなくなるのである．
5 専用権の水配分メカニズムの効率性評価
表lは，豊水時および渇水時における社会的最適解と，専用権uおよび専用権dにおける各主
体の取水量の組合せを示している．この表から明らかなように，豊水である限り，専用権は社会
的に最適な資源配分を達成する． しかし渇水になり，少なくともひとりの水利権水量が満たされ
なくなれば，専用権uとdの資源配分は異なる結果をもたらす．
まず，河川水量が⑭こ和く (1+r)wのとき，専用権uにおける主体1の取水量は，社会的最
適取水量でではない. (9)の右辺をみれば明らかなように，このときの主体1の取水量は多すぎ
る．他方，主体2の取水量w;は，最適取水量よりも少ない *12_ またもし河川水量が幻ーめとな
*11 これは，還元水量の存在が既知で，かつ主体2の取水場所より上流ですべて戻るという仮定による．
もしこのように仮定できなければ，主体1の取水量はより減少し，場合によってはゼロとなるかもし
れない．
·12 いま，叫—四とおけば， w;-w~= w-rw;-cカーrw)= r(w一w;)となる. 0 < r,w; < wより，
これは正となる．
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表 1 専用権の水配分メカニズムの効率性評価
社会的最適解 専用権u 専用権d
河川水量条件 主体1 主体2 主体l 主体2 主体1 主体2
⑭ :; (1 +r)幼 ⑭ ⑭ 和 w 幼 w 
w~w く (1+r)幼 w; w; w u W2 d W1 w 
幼＜幼 w;・ w;・ w「 w;・ ゜w 注 ・ ・ ・ ・ (1 r) u 幼 d w一幼・W2 = W rーw1,w1 =⑭， W2 =― W, W2= w-r , W1 = r 
出所：籠者作成
れば，専用権uの資源配分は社会的に最適となる*13. しかし専用権dの資源配分は，主体lの取
水量がゼロとなるので最適な資源配分をもたらさない．
ここで興味深いのは，専用権uにおける総取水量（主体lの取水量＋主体2の取水量）は社会
的最適解の総取水量よりも多く *14, したがって，専用権uは河川からの過剰取水を促している
ということである．専用権dの場合も，社会的に最適とはならない．主体1と主体2はともに，
明らかに最適取水条件を満たしていない．
6 おわりに
われわれの結論は Burness& Quirk [1979]の結論とは異なり，常に早いもの勝ちルールが非効
率となるわけではない．このような結果になったのは，還元水量と S一水利権者の取水場所モデ
ルに組入れ，また豊水および渇水を河川水量と各主体の水利権水量によって定義したことによる．
それゆえ水利権制度を分析する際，この3点を捨象すべきでないことが分かる．専用権がこれまで
存在し得たのは投資の安全性だけでなく，資源配分の観点からも一部理解することができる．
もっともここでの分析は静学分析であり，動学的観点を取り入れていない．たとえば消費係数
は，水利主体がどのような散水技術を採用するのかで，その値は大きく変わる．そのため散水技
術への投資を考える必要がある．また上記の専用権の効率性は限定的なものであり，水利用の価
値が大きく変わる状況では当然水利権取引が求められるだろう．これらに関しては今後の課題と
したい．
以上
m Burness & Quirk [1980, pp.125-126]において示唆されたのが， まさにこの点である
*14なぜなら， w+wr-cw;+wり＝幼＋⑭-r約ー (w;+⑭ー rw;)= (l-r) (w一wりとなり，め>w; ょ
り，これは正となる
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